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　今年 5 月 8・9 日に同志社大学で開催され
た法社会学会学術大会のミニシンポジウム
「ジェンダーと法曹継続教育の国際比較」で
標記の報告を行った。
　法学系の学会の多くでは学会報告が研究者
として一人前になるための登竜門と位置づけ
られるのに対し、法社会学会でのそれは、か
なり敷居が低い。例年、設定された当年度の
テーマに関わる全体シンポジウムやそれに関
わるミニシンポジウムのほか、個別報告・3
～ 5 人程度の小グループで一つのテーマで企
画するミニシンポジウムからなり、同時間帯
にも 4～ 5 の分科会が並行して行われる。特
に、共同研究でのミニシンポジウムは、同じ
テーマに視角や方法論を異にする複数の研究
を一つにまとめることで新たな知見や問題点
を浮かび上がらせて今後の研究の展開への視
座を得ることに主眼があり、長年練ってきた
研究の開陳というよりは、今後に向けた問題
喚起的な研究報告が中心である。
　今回の私の報告は、京都女子大学の南野佳
代准教授を代表とする科研の研究プロジェク
トの研究分担部分の報告である。実は、はじ
めに研究分担者に誘われたとき、「ジェンダ
ーに関する法曹継続教育」を問うことの意味
についてとまどいを禁じ得なかった。この非
常に絞られたテーマから何が見えてくるのだ
ろうか？
　プロジェクト全体としては、アメリカ・オ
ーストラリア・カナダ・フランス・ドイツ・
カンボジア・フィリピン・韓国も比較対象と
しているが、今回は、オーストラリア・カナダ・
フランス・フィリピン・日本を報告した。そ

の背後には、特に裁判官がジェンダー的な視
点を持つことで、ジェンダーに配慮のある判
決や司法の実現をめざし、そうした視点を持
つために継続教育が重要であるという認識が
ある。ジェンダーに関して教育を受ける機会
は、法曹養成の場面では必ずしも多くない。
たとえそれがあったとしても継続的な反省の
機会が必要である。そこで、継続教育におい
てジェンダーに関する教育を組織的に行って
いくことが重要であると考えられるのであ
る。
　しかし、テーマは狭くても、この問いにつ
いて意味のある検討を行うには、各国の法制
度、法曹養成制度、研修制度とその位置づけ
なども押さえておく必要があるし、法曹とい
っても、継続教育の場面となると判事・検事・
弁護士それぞれを対象に個別に調査しなけれ
ばならず、かなり幅広い検討を迫られる。さ
しあたり、今回は裁判官・弁護士の研修に焦
点を絞ることになった。
　私は、国際比較を銘打つプロジェクトの中
で、日本を担当することの難しさにも直面し
た。法曹にとっては、非常に身近で情報があ
ふれるテーマを、部外者である研究者が限ら
れたツールを用いて情報収集して検討しても
的外れで意義の薄い研究にしかならないだろ
う。
　そして、研究に着手して、最初につまづい
たのは、外部に提供されている情報の少なさ
である。よく指摘されることであるが、日本
の裁判所は、判事にかかわる情報を開示した
がらない。判事補や判事を対象に行われてい
る研修の情報も、最高裁判所のホームページ
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　「日本の法曹継続教育におけるジェンダー」

渡辺　千原　WATANABE  Chihara
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から得られる概括的な情報以上のものを得る
ことが困難であった。そこで、司法研修所と
最高裁事務総局の双方にあてて、ジェンダー
に関する研修について問い合わせの手紙を送
ったところ、しばらくして司法研修所からの
回答に、「事務総局にお問い合わせになった
のと同じ回答ですので」と、事務総局宛の手
紙に同封した切手付返信封筒が同封されてい
たのには驚いた。比較的丁寧な回答をいただ
いたものの、いつごろから、どのようなテー
マでジェンダーに関わる研修がどの程度行わ
れてきたのかについての詳細な情報を得るこ
とはできなかった。
　しかし、裁判官の研修情報を得ることが困
難なのは想定の範囲内であった。むしろ、弁
護士会からの情報収集が思った以上に容易で
なかったことに驚いた。弁護士会の研修は、
日弁連・地域の連合会、各単位弁護士会に主
催が分かれており、その主催の仕方も、研修
の種類や単位会によってかなり多様である。
倫理研修は 20 年ほど前から義務化されてい
るが、一般研修はごく一部の単位会を除いて
は、受講は任意であるため、提供されている
研修メニューが立派でも、受講者が乏しい例
も少なくない。また、単位会での研修の実施
状況についてはまとまった情報がほとんどな
かった。そして、弁護士会は思った以上に、
官僚的な組織で、なんでも「上の決済がない
と情報を出せません」なのである。日弁連事
務局からの情報提供のほか、各単位会に FAX

でのアンケート調査、歴史のある夏期研修に
ついては出版物になった成果を過去のもの
（これも、蔵書のある図書館が少なかった）
から探し出して何とか研修の概要を描き出し
ていった。
　ここで明らかになってきたのは、少なくと
も研修という枠組みにおいて、ジェンダーに
関わる問題が取り上げられるようになったの
は、ごく最近のこと（今年、ジェンダーをテ
ーマにした日弁連レベルでの研修が行われ
た）で、組織的な研修では、弁護士会のほう

が裁判所よりも遅れているかもしれないとい
うことだ。この結論には、当然、疑問が提起
されよう。「弁護士としての取り組みの中心
は委員会活動、そして個別の弁護活動を通じ
てであり、研修の内容に焦点を当てることに
どれほどの意味があるのか」。確かにその通
りだが、研修に焦点を当てることで見えるこ
ともある。弁護士にとって、研修は、特に最
近は専門性強化のためのもので、実務に直結
しにくいジェンダーに関するテーマは、研修
にあがりにくい。むしろ、裁判官の研修は、
少なくとも表向きには、専門性強化よりも「幅
広い教養、深い洞察力」「多様で豊かな知識、
経験」を身につけることを主眼としているた
め、学際的な要素も強いジェンダーというテ
ーマを取り込みやすいとも言えるのである。
　ただし、日本においては、裁判所、弁護士
にかかわらず、ジェンダーの問題は、基本的
に両性の平等の問題であり、「人権」問題と
位置づけられている。カナダでは「社会的文
脈」の問題、フランスでは、「法とは関係の
ないこと」と位置づけられるのに対比すると、
法の問題として正当に扱いうる課題となって
いる。しかし、それらの国よりも研修でジェ
ンダーが高い位置づけにあるかは別問題であ
る。現在、この研究プロジェクトで本をまと
める予定であるので、関心のある方は是非。
もっとも、想定通り、あまり多くの法社会学
会会員の関心をひくテーマだったではなかっ
たようで、当日の傍聴者はまばらであった。
それでも、貴重なコメントや質問をいただけ
たし、私にとっては、初めて複数での研究プ
ロジェクトに参加しての調査報告で新たな発
見が多く、非常に有益だった。

（わたなべ　ちはら・法社会学）
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　5月 8 日に開催された国際法学会研究大会
で「国家責任法における『事実上の機関』と
しての私人行為の国家への帰属」というテー
マで研究報告をさせていただきました。人生
初の学会報告です。
　私はこの業界に入って 18 年目になります
が、いまだにプロの研究者という自覚があり
ません。研究者としての訓練を受けたわけで
もなく（ある程度独学で身につけるものだと
思いますが）、研究者の資格試験があるわけ
でもありません（あったところで合格できな
さそうですが）。好きなことを好きなように
研究しているだけでお給金を頂戴できるのは
どうなのかなあと思います。学会に出席して
も恥ずかしくて隅っこで小さくなっていま
す。
　そういう私がその学会から報告のお話をい
ただきました。これで国際法研究者として認
めていただいたと思う反面、居並ぶ先生方の
前で恥ずかしい報告をすると「やっぱりあい
つはニセモノだな」と評価が定着してしまい
ます。重圧に押しつぶされそうです。
　テーマは自由とのことで、数カ月で準備す
る能力のない私は 6年前に刊行した研究（「国
際法上の国家責任における「事実上の機関」
について」香川法学 23 巻 3・4 号）を基礎に
発表することにしました。安直な選択ですが、
取りかかってみるとその後のフォローが不可
欠でした。事前の予備報告で「歴史的な検討
が不十分である」との指摘があり（それは刊
行した論文に不備があったことを意味するわ
けで、辛いものがありますが）、思ったほど
楽な準備ではありませんでした。

　学会報告のために研究会で予備報告をする
のが一般的です。研究会での指摘をもとに内
容に磨きをかけ、本番で想定外の質問や指摘
を浴びせられてフリーズしないようにするた
めです（他の分野ではここまで入念に準備す
るのでしょうか？）。
　2 月に京都大学の研究会で、3 月に出身校
である東北大学の研究会で報告をさせていた
だきました。歴史のある京都大学の研究会で
発表するのは光栄でしたが、それまで母校の
研究会でしか報告したことがなく非常に緊張
しました。
　2月の研究会でいただいた宿題に対応して
“もう準備は完了した、3月の研究会では及第
点をいただける” と確信していました。仙台
の研究会が終わったらゆっくり骨休めしよ
う、山形県の庄内地方を旅行して湯野浜温泉
に泊まろう、帰りは新潟に寄って名物の「わ
っぱ飯」を食べようと計画していました。
　あにはからんや、研究会では出席者の方々
から容赦のない、いやありがたいご指摘をい
ただき大幅な修正が必要になりました。どう
するかで頭は一杯で旅行を楽しむ気分になれ
ませんでした（写真は旅先で撮影した雪の月

Presentation
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湯山　智之　YUYAMA Tomoyuki
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山と映画「おくりびと」のロケ地となった酒
田の割烹です）。
　さて、学会の準備では内容の外にも色々と
気を使ったことがあります。
　一つはネクタイです。「赤色は攻撃的な色
で見る人を興奮させる作用があるのに対し、
青色は感情を鎮め落ち着かせる作用がある。
教育者は生徒の前ではネクタイは赤系は避け
青系のものを着用する方が有効である」と聞
いたことがあります。赤のネクタイを締めて
報告すると、諸先生方の攻撃本能を刺激して
質疑応答で蜂の巣にされそうです。優しい質
問をしていただきたいなとの願いをこめて、
といっても私は赤色が好きで青のネクタイは
一本も持ってないので直前に買いに行きまし
た。同じように尊大な印象を与えないように
と当日は髭を落としました。
　汗対策も重要です。私は汗っかきでアガり
症で、アガると大量に汗をかきます。私の場
合は頭から流れる汗は眉毛以外にせき止める
ものがないので深刻です。授業中汗で眼鏡が
ずり落ちることがよくあります。眼鏡のフレ
ームに付けるゴム製のストッパーを用意しま
した。汗を拭くのに日本手ぬぐいを買いまし
た。これで扇子があれば落語家です。もうお
堅い学問の話は勘弁してもらって、一席小咄
でも披露して帰りたい気分でした。
　一番注意したのは 40 分の持ち時間を超過
しないことでした。多くの先生方から「素晴
らしい内容の発表でも時間を超過したらその
ことしか記憶に残らない」と繰り返し聞かさ
れました。ほとんど呪詛のようで強迫観念と
なりました。何度も練習をしました。
　当日は冒頭でのレジュメ・資料の誤字の訂
正に時間がかかってしまいました。報告の後
半の方が重要であることもあって、前半はフ
ルスピードで原稿を読み上げましたが、気づ
いたときには予定より 4～ 5 分進んでいまし
た。後半はゆっくりしゃべりましたが、結論
部分では時間が足りなくなって端折らざるを
得ませんでした。冷静に時間配分できればよ

かったです。
　ともかく大事なく学会報告を終えることが
できました。その夜のビールは格別のおいし
さでした（入った居酒屋でワカメ、イクラ、
カツオ、マスなどの刺身が並んだ「サザエさ
ん一家盛り合わせ」が出て来たのは一興でし
た）。翌日淡路島の洲本温泉につかって憚る
ことなく骨休めしてきましたが、制限字数に
近づきましたのでそのときの様子は割愛しま
す。
　最後になりますが、準備の際に相談に乗っ
ていただき貴重なご指導・ご教示をいただい
た皆様にお礼を申し上げます。また、レジュ
メ・資料の印刷について大学の設備の使用を
お許しいただいたことに感謝申し上げます。

（ゆやま　ともゆき・国際法）
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　昨年 12 月に刊行の『ニューズレター』第
59 号に執筆の機会をいただき、学会における
報告者や座長の経験について駄弁を弄したこ
とがある。そのおりに、「記念講演」を依頼さ
れると「お迎え」が近いことを覚悟する必要
があると書いたのだが、同『ニューズレター』
の刊行直後に世界法学会企画主任の最上敏樹
教授から、本年 5月に開催予定の学会で報告
をするようにというご依頼があった。本年は
ぼくの恩師だった田畑茂二郎先生の名著『世
界政府の思想』（岩波新書、1950 年）の刊行
60 周年に当たるから、これを統一テーマとし
て報告を組みたく、ついては同書の現代的意
義といった話をしてほしいというのである。
　最上教授は長年の友人であるだけではな
く、本学に赴任した直後に親愛なる大久保史
郎教授の強要により国際シンポジウムを組織
する破目になり、最上さんには総論報告を無
理にお願いした経緯があるので、これはお断
りしにくいと感じた。それに、ぼくたちは田
畑先生に直接のお教えをいただいたほとんど
最後の世代の国際法研究者に属するから、同
先生がその設立に尽力された世界法学会の現
在の会員の皆さんに、紙背にある先生の問題
意識を伝えるのはぼくたちの責務であるとも
考えた。そこで、最上さんに尋ねた：「普通
の報告ですよね。記念講演じゃないですよ
ね」。上記の『ニューズレター』の記事をご
存じない最上さんは、答えて曰く：「特別報
告をお願いしたいのです。記念講演のほうが
よかったでしょうか？」ぼくはあわてて言う：
「と、と、とんでもない。報告ならお引き受
けします」。

　「特別」という形容詞がつくのが多少気に
なったが、報告なら「お迎え」に結びつくこ
とはあるまいと考えて、お引き受けすること
にしたのである。後から聞いたところによる
と、「特別」という形容詞がつくのは敬老の
精神に出たものであって、一般の報告とは違
って質疑応答を予定しないとのことだった
が、これは実現しなかった。相当に辛らつな
質問が出て立ち往生しかかったが、座長の奥
脇直也教授が機転を利かせてくれて、「今の
ご発言はコメントということで、お答えの必
要はありません」とさばいていただき、こう
して「お迎え」も「往生」も免れたのである。
　さて、久しぶりに『世界政府の思想』を読
み直してみて、やはり田畑先生は偉かったと
思う。実証主義を標榜する国際法学者ならた
わいもない立法論と片づけかねない世界政府
論と四つに組んで、国際社会の現実に対する
その批判を高く評価しながらも、戦争原因を
主権国家の並存に求めるその抽象的な理解を
鋭く批判され、戦争という実践に導く「主権
の担い手」を無視することはできないと説か
れた。世界政府論が一世を風靡した第 2次世
界大戦直後と比べて、現在では核戦争の危機
は何分か遠のいたように見えるが、グローバ
リゼーションの進展は国家間の壁を目に見え
て低くしてきたから、世界政府樹立に向けて
の条件はより有利になっているように見え、
それとともに冷戦期には退潮した世界政府論
の再興が見られるのではないか、そうだとす
れば再興した現代の世界政府論に対して田畑
先生の「主権の担い手」論は引き続き有効な
批判であり続けるか、こうした問題意識で報

Presentation
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まだ「記念講演」じゃないぞ

松井　芳郎　MATSUI  Yoshiro
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告準備を始めた。
　ところが、ぼくは国際政治学や国際関係論
には最近ではさっぱりご無沙汰しているか
ら、世界政府論が再興しているのかどうかさ
え見当が付かない。そこで名古屋時代の同僚
である定形衛教授に助けを求めて学会状況と
関連文献のご教示をいただき、グローバリゼ
ーションのもとで世界政府論の一定の再興が
見られるのは確かだが、むしろ主流をなすの
はグローバル・ガバナンスの議論だというこ
とを知った。グローバル・ガバナンス論は世
界政府論を非民主的だと批判し、国だけでは
なく国際機構や NGOsなど多様なアクターを
分析枠組みに取り入れるから、国際関係の民
主化にはより親和的な議論のように見える。
　しかし、「グローバル・ガバナンス論には
権力論がない」という定形さんのメールの一
言がヒントになった。世界政府論が国家主権
をひとえに否定するのに対して、グローバル・
ガバナンス論は多様なアクターを取り込んで
いわばこれを相対化するのであり、両者は意
外にも同根ではないか。ひるがえって、グロ
ーバリゼーションはあたかも自然現象のよう
に描かれることが多いが、実際にはそれは先

進資本主義国が規制緩和や民営化によって積
極的に推進してきたものに他ならない。そう
だとすれば、内乱と民族紛争、地球環境の破
壊、国際組織犯罪、国家間と各国の国内にお
ける貧富の差の拡大など、グローバリゼーシ
ョンの陰の部分と戦うためには、もちろん国
境を越えた人々の協働が不可欠ではあるが、
主権国家が果たすべき役割も少なくないはず
である。そして、主権国家がこのような役割
を果たすためには、田畑先生が言われた「主
権の担い手」が決定的に重要となる。
　こうして、報告は無事に予定通り『世界政
府の思想』の現代的意義にまでたどり着いた。
しかし、主権国家が果たすべきこのような役
割の具体的な内容については、報告では触れ
ることができなかったし、実はぼく自身にと
ってもこの点は今後の課題である。こうした
課題を無事に果たすことができるかどうか、
年齢を考えるといささか心許ないが、田畑先
生は何度も「記念講演」を行われながらも 90
才の誕生日を目前にするまで長寿を全うされ
た。この点でも先生に学びたいと思うこと、
しきりである。

（まつい　よしろう・国際法）

　一　法制史学会第 62 回総会が去る５月 29
日、30 日の二日間にわたり東北大学法学部で
行われました。私の出身母校でしたので、大
変懐かしく思いながら出席致しました。
　第一日目は個別報告が２本と、法制史学会
の若手が中心になって編纂した本である『法
の流通』（慈学社、2009 年 12 月刊）の合評会、

第二日目は個別報告が４本と総会がとり行わ
れました。
　私が報告しましたのは、第一日目の『法の
流通』の合評会においてでした。『法の流通』
は、29 本の論文が収録された 920 頁にも及ぶ
大部な書物です。日本、西洋、東洋の各分野
の若手の斬新な研究論文が満載されており、

Presentation
学会報告

学会報告と「法の越境」

大平　祐一　OHIRA Yuichi



No. 62 （2010. 9）
Ritsu m eikan University

Law Newsletter
8

P
resentation

一つ一つが読み応えのあるものです。
　報告者は、私のほかにお茶の水女子大学の
三浦徹氏（歴史学）、関東学院大学の鳥澤円
氏（法哲学）の計３名でした。私たち報告者
に与えられた課題は、29 本の論文のうち、各
人が任意の５～ 10 本の論文を選び講評する
こと、というものでした。私が取り上げた論
文は、戦前の日本植民地の行政救済法制に関
する論文、清代中国の刑事裁判に関する論文、
室町時代の湯起請に関する論文、明治期の監
獄則に関する論文、近世ドイツの刑事法の「近
代化」に関する論文、の５本の論文でした。
他の二人の報告者もそれぞれ好みの論文を取
り上げ講評していました。
　休憩時間後に合評会は再開され、フロアー
からの質問に報告者が答えるとともに、報告
者が取り上げコメント・批評をした各論文の
著者がそのコメント・批評に答えるという形
で進み、最後に各論文の著者の答弁に対し報
告者がひとこと述べ、主催者側のしめの発言
がなされて合評会は終わりました。
　長い人間の歴史の中で人々は公共空間にお
いて法にどのような意味を持たせようとした
のか、そのことが人々や公共空間に何をもた
らしたのか、結局、人間社会における「法」
とは何であったのか、ということを改めて考
えさせられる合評会でした。
　二　本書のテーマについて、編者は、合評
会要旨で、「いかなる法も、平板な普遍の規
範であり続けることはなく、刻々と変化する
政治、経済、文化の波につねにさらされなが
ら、諸々のアクターの織りなす歴史の中で、
あるときは不可避的に、あるときはしたたか
に、形成され、選び取られ、活用されてきた
のである。本論集では、こうした多元的、循
環的なダイナミズムを『流通』と呼び、主眼
に据えた」と述べています。
　本書は、Ⅰ「収斂する法――秩序形成の諸
相」、Ⅱ「拡散する法――社会のダイナミズ
ム」、Ⅲ「越境する法――法のダイナミズム」、
Ⅳ「対流する法――概念と実践知」の四つの

パートからなっています。
　このうち「越境する法」について編者は次の
ように述べています。「法制史学は、法が地理
的にも時間的にも境界を有しているというこ
とを重要な前提としてきたが、しかし同時に、
法・法学がそうした境界にしばしばとらわれな
いものであるということにも注目しつづけて
いる。」「これら二つの異なる次元に存する事態
を媒介するため、越境という視点を導入した。
越境という視点は、これまで法の継受として考
察されてきた諸現象に加えて、意図せずに、ま
たはこっそりと、あるいは受け手から歓迎され
ずに行われた法の移転について考察するため
に敢えて用いたものである。」
　学会報告当日の朝、この部分を改めて読み
直し、ハッとさせられました。我々法史学研
究者は、過去の史料を意識的にあるいは偶然
に入手し、それを読み解いて過去の法につい
ての自分なりの像を作り上げます。こうして
作り上げられた過去の法の姿を法史学研究者
は現在の学生や市民に伝えます。過去の死ん
だ法がみずから時間を飛び越えて現代人に語
りかけることはしません。そう考えますと、
法史学研究者の営みは、「観念の世界で」、過
去の法を、「時間的境界を越えて」現代によ
みがえらせる、すなわち「越境」させている
のかも知れないと思いました。
　私たち法史学研究者は、「観念の世界で」
どのような法を過去から現代に「越境」させ
ているのだろうか。ひょっとしたら、かなり
ゆがんだ「法」、あるいは我田引水的に強引
に作り上げた「法」を「越境」させているの
ではなかろうか。もしそうだとしますと、法
史学の講義を受講している学生にとりまして
は大変迷惑な話であろうと思われます。
　編者によれば、上記のように、法の「越境」
という視点は、従来の「法の継受」と呼ばれ
た現象に加えて、「意図せずに」「こっそりと」
あるいは「受け手からは歓迎されずに行われ
た法の移転」も含みこむものです。私自身に
ついていえば、日頃、数多くの古文書を読み
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ながら過去の「法」についての像を慎重に作
り上げているつもりですが、「意図せずに」
あるいは「こっそりと」、ゆがんだ「法」を
講義で学生に伝えているかも知れません。も
しそうだとしますと、ことは人の「観念の世
界」での事柄であるだけに、いったん伝播し
た像の修正は容易ではありません。自覚的な
学生は、「受け手（学生）からは歓迎されず
に行われた」「法の越境」である、と思うこ

とでしょう。学者の責任は重いと思いました。
こんな自省の念をいだきながら学会報告に臨
みました。
　ある著名な学者が卒業生の同窓会に招かれ
た際、挨拶の冒頭で、『すみませんでした。
嘘ばっかり言って』と、深々とお詫びをした
とのこと。それも十分理解できるような気が
します。

(おおひら　ゆういち・日本法史 )

　6月 5・6 日に東北大学において、日本刑法
学会第 88 回大会が開催されました。日本刑
法学会は刑事法分野では最大規模の学会です
が、今回幸運なことに報告の機会をいただく
ことができました。私の研究関心は大まかに
いいますと、「社会問題を解決するにあたり、
刑法の役割とは何か」、「処罰の限界点はどこ
か」といった点にあります。これまで、刑法
は法律の中で最も峻厳な制裁を定めたもので
あるから、最終手段として用いられるべきで
あるとされてきました。しかし、そのような
最終手段としての刑法が、近時、積極的な犯
罪化・重罰化により、社会問題解決のために
頻繁に使用されるようになってきています。
このように成立した、あるいは成立しつつあ
る刑事立法に、研究者の手による詳細な分析
と、その正当性の批判的検討といった作業が
必要とされていることには疑いの余地はあり
ません。しかし残念ながら、刑法学はこれま
で解釈論に重点をかける傾向にあり、あまり
立法に関する詳細な研究はなされてきません
でした。

　そのような状況の中、刑事立法を批判的に
検討するための数少ない手段の一つとして、
刑法学上「法益論」が挙げられてきました。
つまり、いわゆる法益保護原則により、刑罰
の使用の限界づけがなされうるとされ、特に、
単なる道徳違反では法益に対する害がないと
して非犯罪化の主張がなされ（たとえば、同
性愛処罰といった性刑法）、また、被害者な
き犯罪の非犯罪化の主張（たとえば、薬物の
自己使用）がなされました。このような法益
保護原則は、当然の原則としてほとんどの教
科書に記述されるようになりました。しかし、
現在の刑事立法の氾濫状況において、法益論
はその限界づけに役立っておらず、当然視さ
れていた法益論の立法批判機能は、実は存在
しないのではないか、そのような主張が多数
なされるようになってきました。前述の私の
問題関心からは、このような法益論の問題状
況を研究の第一歩とするべきだと考えまし
た。
　それでは法益論によりなぜ立法批判ができ
ないのでしょうか。理由の第一は、法益論に
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より、刑事立法を正当化するための明確な基
準は提示しえず、処罰の限界が明示しえない
というものです。特に最近では個人の利益と
いうだけでは把握しきれない利益、たとえば、
インサイダー規制における市場の経済秩序と
いったものが登場してきていることも法益論
の限界が主張される一要因とされています。
第二に、前提となる社会における対立構造の
変化です。法益論は基本的には、「（刑罰を科
す）国家 vs（刑罰を科される）個人」といっ
た対立構造で議論をしていました。つまり、
刑罰を科されるのは「個人」である以上、「個
人」の法益を害したことが基本的には処罰理
由となり、例外的に国家、社会の利益につい
ては、個人の利益につながると解されるもの
のみ、刑法の保護対象と考えるのです。たし
かに、従来は、刑事立法を論じるにあたって、
このような個人主義的法益論は有用であった
かもしれません。しかし現代社会においては、
個人が「刑罰を科される客体」という位置づ
けから、むしろ、「刑法によって保護される
市民」という位置づけになっています。つま
り、刑事立法の議論においては、「国家 vs個人」
ではなく、「犯罪者 vs犯罪により被害を受け
る市民」という構造が背景にあるといわれま
す。そして、この構造から、刑事立法には国
民を「保護するための手段」として肯定的な
位置づけが与えられる傾向にあります。この
ような枠組の変化が、刑事立法批判における
議論方法の転換を求めているように思いま
す。以上のような議論状況を踏まえ、刑事立
法の限界を考えるにあたり、法益論の考え方
は有用ではなく、まったく違う考え方を採用
すべきとの意見も有力です。
　それでは今後どのように刑事立法を検討し
ていくべきなのでしょうか。あまりにも大き
な問題提起ですが、私の研究の今後の展望も
含め、学会報告においては主に以下の点を主
張しました。まず、法益論の枠組自体は現在
においても有用であり、維持すべきであると
いう点です。もちろん従来のように「個人の

利益」だけを基準とした法益論は現在では維
持しえませんが、処罰根拠としての「社会に
おける害」を測る基準として「法益」はいま
だ有用であると思います。その理由の第一が、
現在においても、立法者に対し、その立法に
おいて「保護されるべき法益」を具体的に明
示する責任を法益論が負わせているという点
です。つまり、刑事立法の「立法目的」を示
すだけでは足りず、また、経済刑法において「競
争制度の保護」というあいまいな法益を示す
だけでは刑事立法は正当化されえません。こ
のように刑事立法の当否を議論する可能性を
与えうるのが法益論の役割であると考えます。
さらに、解釈においても裁判官が明確な法益
侵害なく、処罰を肯定している例が見られま
す（特に住居侵入罪）。これらを法益論の見地
から批判的に検討する余地がまだあると考え
ます。第二に、法益概念は「害の程度」を示
しうるという点が挙げられます。法益を肯定
しえたとしても、どの程度の害なのか、あま
りにも遠い危険、ないしはリスクでは犯罪化
を正当化しえない可能性があります。この点
についても法益論の見地から批判的検討の余
地があると考えます。
　今後の展望として、前述の総論的な検討を
各論的検討につなげていくことが重要である
と考えます。「いかに実務に影響を及ぼすか」
ということを念頭において、さらに具体的な
犯罪の批判的検討を行う予定です。また、刑
法学的な視点を超えて、より広い視野で社会
における刑法のあり方（刑法の最終手段性の
意義、さらに、刑法は市民を保護するための
手段であるという主張をいかに批判するかな
ど）を探っていきたいと考えております。私
には荷が重い課題ではありますが、先生方か
ら様々な見地から、アドバイスをいただけれ
ば幸いです。なお、以上につきましてご関心
のある方は、刑法雑誌に掲載予定の拙稿をご
覧いただければ幸いです。

（かもん　ゆう・刑法）
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　アジア法学会が設立されたのは 2003 年 11
月のことであるから、法律系の学会としては
新しい部類に属する。設立時の会員数は約
100 名であったが、現在では約 200 名に達し
ており、約 7 年の間に倍増したことになる。
これは、アジアに対する関心が法学分野でも
高まっていることの表れであり、また、その
ような関心を呼び起こすだけの変化が、この
間、アジアという地域で起こっていることの
反映でもある。
　アジア法学会では、年 2回の研究大会を開
催することにしている。今年の場合、春の学
会は、青山学院大学を会場として去る 6月 19
日・20 日の両日開かれた。私は、この間、学
部役職の関係で学会に出席できなかったの
で、久しぶりの参加となった。おまけに、あ
とで述べるような事情から、シンポジウムで
の司会を担当したため、一般参加の場合のよ
うに、適宜、必要な休憩を取れないまま、終
日司会席に座っていたので、相当に疲れた。
しかし、その甲斐あって、緊張してシンポジ
ウムの報告や議論にかかわることができた。
学んだという点では、一般参加より、はるか
に成果があった。
　さて、今年の研究大会の第一日目は、例年
通り、個別報告が行われた。こちらは、特に
テーマが統一されているわけではなく、会員
が任意のテーマについて、立候補して（ただ
し、理事会での検討の上）報告できるシステ
ムになっている。以下に、そのテーマを掲げ、
どのようなことが会員によって研究されてい
るかをお伝えしておきたい。
・山田美和「ミャンマーからタイへの移民労

働者の法的問題―国境の町ラノンの事例―」
・ オランゲレル「中国市場経済下の女性労働
と法」
・ 小玉潤「中国における労働契約の実務的・
法的問題―湖北省武漢市の労働者アンケー
トを踏まえて」
・ 楊林凱「中国における企業年金信託制度の
展開」
　以上に見られるように、中国関係の報告が
多い。近年の中国が占める位置の大きさを反
映しているといえよう。また、若手の報告者
が多い。今後も、中国研究は発展していくで
あろう。
　第二日目は、「アジア諸国における非正規
労働者」という統一テーマの下で、6本の報
告と討論が行われた。私が司会を担当したの
は、このシンポジウムである。
　先に、報告者とテーマを掲げておきたい。
・ 香川孝三「非正規従業員の実態を踏まえた
問題提起」
・山下昇「非正規雇用と法制度」
・斎藤善久「非正規雇用と社会的保護」
・ 藤川久昭「東南アジアにおける非典型雇用
と移民労働」
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・ 新谷眞人「韓国における非正規雇用と労働
組合」
・神尾真知子「非正規雇用とジェンダー」
　これらの報告者は、私も加わっているアジ
ア労働法研究会のメンバーであり、1997 年
10 月、日本労働法学会で「アジアの労働法」
というテーマの下に報告を準備したグループ
のメンバーでもある。日本労働法学会での報
告は、それに先立つ共同研究の成果であった
が、その報告後も共同研究を継続し、科研費
の支給を受けながら、現地調査や研究会を積
み重ねてきた。今回の報告は、その成果を発
表する機会となった。報告に当たり、役割分
担を相談した結果、私と吾郷氏（九州大学）
の 2人が司会に回ることになった。
　アジア法研究のスタイルは、一般に、いず
れかの国について、どれかの法分野を研究す
るというものが多い。いずれかの国の法の全
体を理解することは到底不可能だからであ
る。したがって、今回の報告者も、全員が労
働法を勉強している点では共通しているが、
得意とする国はバラバラである。しかし、何
らかの共通テーマについて、国ごとの状況を
報告しても、単なる紹介に終わり、討論にな
らない可能性がある。
　そこで、まず、統一テーマとして、日本は
もとより、アジア諸国で共通の問題となって
いる「非正規雇用の拡大に伴う労働法上の問
題」を設定し、それを各国別ではなく、サブ
テーマ別に分けて報告するスタイルを採用す
ることになった。しかし、実際には、アジア
を横断的にサブテーマについて解明すること
は困難であったので、最終的な報告は、それ
ぞれの得意とする国を中心に据えて、対象国
を可能な限り広げてサブテーマについて論じ
るという報告内容になった。
　今回の報告には、このような困難が伴った
が、より根本的な問題は、「非正規雇用とは
何か」である。日本の問題意識からは、有期
雇用労働者、パートタイマー、派遣労働者を
非正規雇用と捉えて対象にすることができ

る。しかし、この対象設定は、定年まで雇用
が保障され、月給制でボーナスもあり、退職
金も支給されるという雇用モデルを正規雇用
とし、それからはずれる雇用を非正規雇用と
する考え方が前提になっている。しかし、ア
ジア諸国を見た場合、このような雇用モデル
が規準とならない場合が一般的である。むし
ろ、アジア諸国では、正規か非正規かという
区別より、フォーマルセクターかインフォー
マルセクターか、そのいずれに所属している
かの区別のほうが重要であり、かつ、景気の
変動に応じて、フォーマルセクターとインフ
ォーマルセクターを行き来する場合が多い。
しかし、インフォーマルセクターは、文字通
り、公式のものではないから、統計数字がな
く、信頼できる実態把握すら困難という事情
がある。このような事情の下で研究するには、
断片的な情報を紡ぎ、少しでも実態に迫る努
力をするしかない。それが、まだ、アジア労
働法の研究の現状である。
　報告の中身の紹介に入る前に字数を満たし
てしまった。私は、遅れてアジアに関心を持
ったものの一人として、地道な研究活動を継
続していきたいと、今回の学会に参加して改
めて思った次第である。

（よしだ　みきお・労働法）
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　2010 年 5 月 28 日に、法曹会館で「尾中郁夫・
家族法学術賞」の贈呈式が行われました。こ
の賞は、日本加除出版株式会社の先代社長・
故尾中郁夫氏が、生前家族法の学問的・実務
的発展に生涯を尽くし、その故人の遺志を継
承し創設されたものです。選考方法は、原則
1年間で国内で公表された家族法関係の書籍・
論説からリストアップし、各領域の関係者（最
高裁・家裁関係者 19 名、弁護士 9 名、法律
関係出版社29名、家族法関係の研究者221名、
法務省関係者 23 名）からのアンケートによ
る推薦をもとに、中川淳先生（広島大学名誉
教授）、米倉明先生（愛知学院大学法科大学
院教授）、村重慶一先生（弁護士・元松山地
裁所長判事）、松嶋由紀子先生（獨協大学名
誉教授）、木棚照一先生（早稲田大学法学学
術院教授）の 5名を選考委員とする会議で決
定されます。
　今年度は、「第 21 回尾中郁夫・家族法学術
奨励賞」に、小口恵巳子氏（お茶の水女子大
学大学院人間文化創生科学研究科研究院研究
員）の『親の懲戒権はいかに形成されたか－
明治民法編纂過程からみる』（日本経済評論
社）が、「第 11 回尾中郁夫・家族法新人奨励賞」
に、羽生香織氏（東京経済大学現代法学部専
任講師）の「実親子関係確定における真実主
義の限界」（一橋法学）とともに、私の「ド
イツにおける夫婦財産制の検討－剰余共同制
の限界と改正の動向」「ドイツにおける夫婦
財産契約の自由とその制限」（ともに立命館
法学）が、受賞対象となりました。贈呈式には、
恩師である二宮周平先生、本山敦先生をはじ
め、多くの先生方が参列され、厳粛な雰囲気

での贈呈式でした。
　受賞対象の 2つの論文は、日本の夫婦財産
制・財産分与制度が、法規定やその運用にお
いて、婚姻形態の多様化という社会状況の変
化に対応していないという問題認識の下で、
主婦婚から共稼ぎ婚さらには婚姻の多様化へ
と変化する中で、制度や運用の転換を行った
ドイツ法を参照に分析したものです。夫婦財
産制に関して生じている問題点を抽出し、判
例・学説・公証実務などの対応を検討するこ
とで、清算の対象財産の把握、当事者の生活
実体やライフスタイルに合わせた清算、財産
の評価方法など、多くの示唆を得ることがで
きたと思います。
　改めて受賞対象の論文を読み返すと、多く
のアドバイスが活かされていることを実感し
ます。今回の受賞は、学部、院生を通じてご
指導いただいた二宮先生や本山先生、また留
学の際にご指導いただいたダグマー・ケスタ
ー＝バルチェン教授（ゲッチンゲン大学）、
そして留学の機会を与えていただいた渡邉惺
之先生、さらに諸先輩方、院生仲間と多くの

Ceremony
尾中郁夫・家族法新人奨励賞

「尾中郁夫・家族法新人奨励賞を受賞して」

松久　和彦　MATSUHISA Kazuhiko
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方々に支えられてのことです。厚く御礼申し
上げます。まだまだ取り組むべき課題は多く、
今回の新人奨励賞の受賞は、それらをしっか
り果たせという励ましと受け止めておりま
す。今後ともご指導ご教示賜りますようよろ
しくお願い申し上げます。

（まつひさ　かずひこ・家族法）

　この度、大学入学以来、10 年間にもおよぶ
立命館大学での学生生活を終え、2010 年 4 月
より愛知学院大学法学部に商法（会社法）担
当専任講師として、着任し新たな生活を始め
ることができました。こうして、研究者とし
て母校を巣立つことができたのも、在学中、
マンツーマンの授業や様々な研究会で村田敏
一先生、品谷篤哉先生、山田泰弘先生、中村
康江先生をはじめ多くの先生方に鍛えていた
だいたお陰ですが、とりわけ、学部ゼミ・大
学院修士課程の指導教員である吉川義春先
生、大学院博士課程の指導教員である竹濵修
先生には、言葉ではうまく言い表すことがで
きないほどお世話になりました。心より感謝
の気持ちでいっぱいです。本当にありがとう
ございました。
　振り返ってみると、故郷の福岡を離れ初め
ての一人暮らしに大きな不安を抱き、「学部
を卒業したら、早く福岡に戻ろう」と思いつ
つスタートした私の学生生活でしたが、当初
の予定を大きく上回ることになろうとは、正
直、夢にも思いませんでした。学部で、法律

の学習を進めていくうちに、経済社会を規律
している商事法の世界に強く関心を持つよう
になりました。また、吉川先生のゼミで、よ
り専門的に知識を深めていくことのむずかし
さ、むずかしいからこその面白さを感じるよ
うになり、ますます知的探究心をくすぐられ、
大学院への進学を決めました。この時に、吉
川先生から、現在に至る関心テーマである企
業買収についての問題提起を受けていなかっ
たならば、大学院に進学することも、研究者
を目指すこともなかったでしょう。厚く御礼

村上　康司　MURAKAMI Koji

Departure
出発

　　　　学生生活を終えて
　　　　　　　　――今振り返って思うこと
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申し上げます。
　また、慣れないドイツ語に悪戦苦闘し、あ
る時は研究に行き詰った私を、いつも優しく、
時には厳しく、背中を押していただいた竹濵
先生の存在なくしては、博士論文をまとめる
ことはできなかったと思います。就職に際し
ても、面接の練習までしていただき、本当に
ご心配をおかけしましたが、何とか希望をか
なえることができました。本当にありがとう
ございました。これからは、先生を目標に頑
張りたいと思います。
　苦しいこともありましたが、楽しかった立
命館での生活を思い返せばきりがありませ
ん。ミュンヘン大学への留学の機会を得、各
国の研究者と、言語や文化といった背景が全
く異なるにもかかわらず、共通のテーマにつ
いて議論をしたこと、院生という身分であっ
ても、研究会の参加者として対等に発言をす
ることが許され、その意見や考えはそれとし
て尊重されるという、素晴らしい、恵まれた

環境で、知識を涵養することができたこと、
大学院生活を通じて、研究者を志す上で、素
晴らしい先輩・同級生・後輩との出会いに恵
まれたことなどは、私の人生において何より
の財産となりました。研究者としても教育者
としてもまだまだ未熟で力不足を痛感してい
る私ですが、これから先、これまで受けてき
た学恩に報いることができるよう、精一杯努
力していく所存です。今後とも、どうぞご指
導ご鞭撻のほど宜しくお願いいたします。
　最後になりますが、幼い時から、やりたい
ことは何でもやらせてくれた両親に心から感
謝の気持ちを述べたいと思います。私の学生
生活が長くなったために、子どもたち 3人が
大学・大学院に通っていた時期もあり、経済
的にも大きな負担をかけてしまいましたが、
いつも心配し、励まし、信じてくれました。
本当にありがとうございました。

（むらかみ　こうじ・商法（会社法））

Media
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法学部定例研究会

2010 年 7～ 9月　

■法学部定例研究会：
10年 7月   9 日  政治学研究会：小堀眞裕氏「2010 年イギリス総選挙の結果と二党制の展望」
10 年 7 月 23 日  立命館大学 2010 年度研究推進プログラム「基盤研究」「最高裁裁判官の選任に

ついての実証的研究」第 3回研究会：北村和生氏「行政法に関する最近の最高
裁判決と裁判官構成」

10 年 7 月 23 日  立命館大学 2010 年度研究推進プログラム「基盤研究」「最高裁裁判官の選任に
ついての実証的研究」第 4回研究会：松井茂記氏「カナダにおける最高裁判所
と最高裁裁判官の選任」

10 年 9 月   3 日  法政研究会：ロイック・カディエ氏「フランス法における ADRについて」
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